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書式第4号 (法第44条・51条関係)

認定基準等チェック表  (第 1表 絶対値基準用 )

(注意事項)

・ 実績判定期間とは、申請書提出の直前に終了した事業年度の末日以前2年 (初回のみ 2年、更新は5年)内に終了した

各事業年度のうち最も早い事業年度の初日から申請書提出の直前に終了した事集年度の末日までの期間です。

例えば、3月決算法人が24年 6月 に申請書を提出する場合、過去2年内に事業年度の変更を行っていなければ、実績

判定期間は初めて認定を受ける法人の場合は22年 4月 1日 から24年 3月 31日 (更新時は5事業年度)と なります。

・ チェック欄には、この表の各欄の記載を終了し、基準を満たしていることを確認したら「チェック欄」にチエックを

記載してください (第 2表以下についても同様です。)。

・ なお、日定審査の過程において、年3,000円 以上の寄附者の数の算出根拠について確目させていただく場合があリ

ますので、寄附者の数の算出根拠を示す書類を法人の主たる事務所に確実に保管するようお願いします。

法人名
特定非営利活動法人

ラリグラス・ジャパン
実績判定期間 H25年 4月 1日 ～30年 3月 31日

実績判定期間内の各事業年度中の寄附金の額の総額が3,000円 以上である寄附者の合計

数が年平均 100人以上であること

【留意事項】

1 寄附者の氏名 (法人にあつては、その名称)及びその住所が明らかな寄附者のみを数えてください。

2 寄附者の数の算出に当たつては、寄附者本人と生計を―にする方を含めて一人としてください。

3 役員及びその役員と生計を―にする方が寄附者である場合、それらの方を寄附者の数に含めないでください。

実績判定

期間内の

各事業年度

③ ⑤ ◎ ① ◎ ①

平成25年 4月  1日 平成

“

午4月 1日 平成27年 4月 1日 平成田年4月 1日 平成
"年

4月 1日 平成 年 月 日

平成26年 3月 31日 平成27年 3月 31日 平成四年3月 31日 平成
"年

3月 31日 平成∞年3月 31日 平成 年 月 日

年 3,000円 以上の寄附

者の数が 100人 以上で

ある

は い 。いいえ は い 。いいえ は い 。いいえ ・いいえ はい 。いいえ

【寄附者名簿チェック欄】

EI 寄附者の氏名 (法人にあつては、その名称)及びその住所が明らかな寄附者のみを数えていますか。

EI 寄附者の数の算出に当たって、寄附者本人と生計を―にする方を含めて一人としていますか。

EI 役員及びその役員と生計を―にする方が寄附者の場合、それらの方を寄附者数から除いていますか。

上記の相で「いいえ」にOがついた場合は、下記の欄で判定 して ください。

○ 実績判定期間内において、寄附金額が年 3,000円以上の寄附者の数が年 100人未満の事業年度

がある場合は、下欄により、年平均 100人以上かどうかを判定してください。

年 3,000円 以上の

寄附者の数

◎ ⑤ ◎ ① ◎ ① 合計

人 人 人 人 人 人 A 人

実績判定期間の月数
一月未満の端数がある場合は、一月に切り上げます。

B 月

実績判定期間の年 3,000円 以上の寄附者数
× 12

≧ 100人
実績判定期間の月数

↑

小数点以下は切り捨てます。

人

チ ェ ッ ク 欄

レ

A
人

B
月

匝 ] 歴亜]・ いいえ
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書式第 6号の① (法第44条・ 51条・ 58条関係)

認定基準等チェック表  (第 2表 )

(注意事項)

チェノタ‖田
法人名 特定非営利活動法人 ラリグラス・ ジヤパン

レ2 実績判定期間における事業活動のうち次の活動の占める割合が50%未満であること

イ 会員等に対する責産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供 (以下「資産の機濃等」という。)、 会

員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が会員等である活動 (資産の譲渡等のうち対価

を得ないで行われるもの等を除く。)

日 会員等、特定の団体の構成員、特定の職域に属する者、特定の地域に居住し又は事務所その他こ

れらに準ずるものを有する者その他便益の及ぶ者が特定の範囲の者である活動 (会員等に対する資

産の譲渡等を除く。)

(注意事項) 特定の地域とは、一の市区町村の区城の一部で地縁に基づく地域をいいます。

ハ 特定の著作物又は特定の者に関する普及啓発、広告宣伝、調査研究、情報提供その他の活動

特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を求める活動

実 績 判 定 期 間

すべての事業活動に係る金額等 ①
(指標)

46,666,842円

①のうちイ～二の活動に係る金額等 ② 5,273,717円

∞②ヘ

基準となる割合 (②ニ

①)

③ 11.30%

イ

会員等に対する資産の譲渡等の活動 (対価を得ないで行わ

るもの等を除く。)に係る金額等
④

0円

会員等相互の交流、連絡又は意見交換その他その対象が会

員等である活動に係る金額等
⑤

5,122,369円

ロ 便益が及ぶ者が特定の範囲の者である活動に係る金額等 ◎ 15,000円

ハ 特定の著作物又は特定の者に関する活動に係る金額等 ① 136,348円

特定の者に対し、その者の意に反した作為又は不作為を求

める活動に係る金額等
◎

0円

合  計   (③ +(D+◎+①+◎ ) ① 5,273,717円

③については、小数点以下第3位を切り捨てた数値を記載してください。



チェック欄法人名 特定非営利活動法人 ラリグラス・ジヤバン

レ
3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1)役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は根簿書類の備付け、取引の記

録及び帳簿1書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

項  目

区  分

役員数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合

(②■③

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグノレープの人数

割 合

(④■③

① ② ③ ④ ⑤

④ 25年 4月 1日 ～郷年 3月 31日
13人 0人 0% 0人 0%

⑤ 26年 4月 1日 ～27年 3月 31日
13人 0人 0% 0人 0%

◎ 27年 4月 1日 ～
"年

3月 31日
12人 0人 0% 0人 0%

① 28年 4月 1日 ～29年 3月 31日
12人 0人 0% 0人 0%

◎ 29年 4月 1日 ～∞年 3月 31日
13人 0人 0% 0人 0%

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
13人 0人 0% 0人 0%

餞 1)

C主 2)

各欄の人螂申よ 第3表付表1「役員の状況」から転記してください。

③及まりこついて|よ 小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

ロ

各社員の表決権が平等である ③ (D ◎ ① ◎ ① 申請時

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

Itl, \

u rv '.:i

V

‐

書式第 7号‐
(法第 44条・51条・58条関係 |)

認定基準等チェック表  (第 3表) (初コD

0滅輌

認定基準等チエック表 (第 3表)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類Dの提出時においても配載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の田載の必要はありません。

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第5条第1項に基づく書類(役員報酬観程翻田川口Dに記載した事項について、

添付を省略することができます。

上記を証する書類の名称とその内容等



ハ

Q」白饉重m■ョ医」■□□腟」●コ出ヒ』■■口出巨」壼Lェ⊆コ匹_

項
日

¨ ③ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申尉調寺

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい

□□困

はい

いいえ

|まい は い は い

□□困

はい

いいえ

はい

□□盟

帳簿書類の備付け、取引の記録及て薄員簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行っている

[亘]

いいえ

回 ]

いいえ

匝コ

いいえ

[亘]

いいえ

回 ]

いいえ

はい

いいえ

匿コ

いいえ

項
目

一 ◎ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない文出がある、帳簿に虚偽の記

嚇がある等の不適正な経理の有無
有・国 有・国 有・□ 有・国 有・国 有・無 有・国

V

V

第3表 ("CD

(滋m
認定の有効期間の更新の申請に当たつてlよ 法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬颯租簿提出■掘)に翻載した事項について、改

めて配載する必要はありません。

「認定基準等チェック 傷 3わ 記靭駆

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法‐人め`費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明ら力ヽこしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでないもの」があることになり、i認定を受けることはできません。

注 意 事 項記 載 要 領項 目

イの各欄 区分欄の「③～①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、「②」

及び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会員0第○条に『各正会員の表決権は、

平等なものとする』と規定」のように證検します。

口の各欄

① 「会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の 二墜霊二

1■」:Ω上_1`室:塑:ヒ≧:L:」I」:営:讐:コ:咀i蟹:≧i胚:

付して≦だ杢LL
② 「帳簿書類の備付け、取引の記録及

び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

じて行っている」の_「はし

しL

した場合loま、_笙 3表付表2「帳簿阻

織の:R釉

」ヽ |こ「○」

し添付 してくださ

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「①」について|よ イに謝 る各期

間 (「④」から「①」)を示したものです。

)\a4

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「①」について|よ イに議 る各期

から
'①

」)を示したものです。間 (「④」

二の各欄

回 コ 匝 コ



書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

法人名
特定非営利活動法人

ラリグラス・ジャパン
◎ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

役  員  数 13人 13人 12人 12人 13人 人 13人

0人 0人 0人 0人 0人 人 0人

0人 0人 0人 0人 0人 人 0人

‐

V

藤野 佳子

(秋山 佳子 )

就任

2011/4/1
0

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

① 申調

"キ

就任・退任

年月ロ

続柄

等 ○ ⑮ ◎ ③ ◎
氏  名 住  所 職名

O

0

0

O

就任

2011/4/1

就任

2011/4/1

就任

2011/4/1

就任

2011/4/1

退任

2015/3/31

就任

2011/4/1

O

O

0

0

0

0

0

0

0

O

0

0

0

0

0

O

O

代表

理事

理事

理事

理事

理事

0

O

0

O

0

長谷川 純代

(長 谷力! ま

り子 )

石

"l 
重美

上原 翔子

岡 佐保理

亀尾 麻彩子

0

O

0

O

O

就任

2011/4/1

就任

2011/4/1

就任

2011/4/1

就任

2011/4/1

就任

2011/4/1

O

O

0

O

O

O

0

0

0

O

O

O

O

O

O O

O

O

0

O

理事

理事

理事

理事

理事

O

O

O

O

O

角 あゆみ

土井 春奈

(須賀 香奈)

高柳 ユ ミ

黒田 野香

須長 亜紀子

(林 亜紀子 )

理事 0 O O O O



有田 千枝 監事 0

就任

2011/4/1

退任

2013/6/16

門垣 裕子 監事 0 0 O O 0 0

就任

2011/4/1

三原 ―夫 監事 O O O 0 O 0

就任

2011/4/1

久保田 明人 監事 0 0

就任

2017/6/18

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申睛に当たつては、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)i=配載した事

項について、添付を省略することができます。

V

V
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書式第9号 (法第44条・51条・584自〕副併ミ)

帳 簿 組 織 の 状 況

(口1腰領)

・ 「伝票又I劃肥購名」欄よ 例えば 切熟住出騨哺Ll、「継勘定」山、「経費帳」などのように蔵 します。

・ 「左の帳簿等の形態」相は、「3枚慶劉因和、「り:″ズリーフ」、「装T幅簿」などのように

“

載します。

・ 「昴帳の時期」欄よ『毎日」、「―週間ごと」のように配載します。

・ 認定の有■川田県Dコ新の申請に当たって|よ 法第55条第1項に基づく書類|(役員報■燭秘甲腱出■D

がないときは、添付を瀾略することができます。

第3表付表2

法 人 名 特定非営利活鬱法人 ラリグラス・ジャパン

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

総勘定元帳
会計ソフト (N‐Books)使用

ルーズリーフ 都度 7年間

仕訳日詞帳
会計ソフト (N‐3ooks)使用

ルーズリーフ 都度
7年間

出金伝票 単票 都度 7年間

に副崚した内容に変更
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書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表) (棚D

e赤中D
・ q巳定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第関条第1項に基づく書類 (役員報酬爛程専提出書類)の硼出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、電酌む醸準等チェック表 第4表 (,aD(ハ及び二)」 の記載及び添付の必要はありま

せん。
・ 認定の有効期間D更新の中腑に当たつては、法第5彙第 1現に基づく書類 (役員報酬規程嘲日Ч■Dに記載した事項につい

て、添付を省1略することができます。

法人名 特定非営利活動法人 ラリグラス・ ジヤパン チェック111

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行つていないこと

口 役員等に対し報酬又感給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人

と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人

の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上

記イの活動を行う者又は特定の公聴つ候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 1朧判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上で

あること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

項 目 ④ (D ◎ ① ◎ 申罰印寺

宗教の教義を広め、儀式を行い、及

び信者を教化育成する活動
有 有 □ 有 国 有 □ 有 国 有 国

政治上の主義を推進し、支持し、又

はこれに反対する活動
有 国 有 国 有 有 国 有 国 有 国

特.定のイ公職¢地財慮者若しくは1公岬由に

ある者又は政党を推薦し、支持し、

又はこれらに反対する活動

有・□ 有 国 有 □ 有 有 国 有。国

ロ

イ

項
一
Ｈ ① ⑤ ◎ ① ◎ 申言籠寺

り
は
�
始

是
倒
れ
¨

睾
％
始
齢

臥
帥
鋤
諏

和
期
赫
¨

拗
味
詐
賭

祐
弛
曜
般
無

辮
“̈
¨

容、‐期
軋
郷
檻

〔
蒔
岬
泌
胸

嚇
囃
鵬
赫
疇

銀
渤
約
是
噸

有

口悶
一

有

口困

有

口圏

有

口圏

有

口圏
一

有

［圏

一一̈
し

じ

る

藤

一一軸
有

口圏

有

硼
困

有

口圏
一

有

口困
一

有

口圏

有

［
圏

中州
産刈σ人法当

無
囃
¨

そ

与
雖
哄

の

益
額
回

し

一Ы
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項
日

【 実帯中l定期間

事 業 費 の 総 額 ① 46.665,“2円

特定非営和括動に係る事業費の額 ② 46,αも,3曖 円

特獨誹断 I蛯濁に漕
'唸

②二③ ③ 1∞%

ハ

注・rハ」について、事業費以外の指

標により,障術 う場合には、

使用し朧 議 び単位を饉

してください。
・」腱計算書により算出した場

創こつして :ム E口HЮ注意

事項を出口日くださしヽ

使用した指標 単位

理塑菫型整菫重菫」整

量些菫⊆量菫L

項
日
『 実績判定期間

受 入 寄 附 金 総 額 ① 38,510,512円

受入寄附金総額の うち特定非営

利活動に係る事業費に充てた額
② 38,51Q512円

受入寄附金の充当割合 (②一①) ③ 1∞°る

ヽン

'V

(第 4表 坤

∝憲¬0
・「日定こ年■けェック表 (第 4表 ,興DOヽ及び二)」 Iよ 法第5条第1項に基づく書類 (役員輛酬規程等提出■響Dの提出時に

は紀載及醜附の必目まありません。

・『ハ及び二」のOこついて|よ 小数点以下第3位を切り捨てた数値を1田たしてくださしヽ



,

V

書式第11号 (法第44条・51条・58条関係)

役員等に対する報酬等の状況 第4表付表 1

G意中0
.r役員等に対する報酬時の状況 (第 4表付表 1)」 !ム 演第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出●類)の提出時には記

載及び添付の必要はありません。
, 認定の有効期間D更新の申請に当たつて|よ 法第5条第 1項に基づく書類|(役員報■規程等提出書寿Dに郷口した事項について、

添付を省略することができます。

法人名 特定非営濶|1偏慟法人 ラリグラス・ジャパン

役員_社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特

殊の関係 m)にある者 (以下「役員等」という)に対す
‐
る報酬又は給与の支給等 魅黎鎧亜ヨ囲i聖堕墾皇誼書の提

曇!旦生含二:量:望:自墾壺:111望を
=型

壁聾薔肇壁量量2壁菫:螢:壼[I`2」 LI区弘等)について以下の項目を記載してくださ

しヽ

(注 1)昧移棒D関係」とは次に1樹げる馴

"系

をいいます。

① 婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある関係

② 使用人である関係及び使用人以外の者で当該役員等から受ける金銭その他の財産によって生計を維持している関係

③ 上記①�ま)に掲げる関係にある者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を―にしている関係

1 :役員に対す
・る.報酬.又は給有:の支給

氏 名 職 名 支 給 期 間 等 支 給 金 額

な し 円

円

円

円

円

円

2 役員の親族等 は2)である職員に対する給与の支給

受給者の氏名等 役員と
`】
碧係 支 給 期 間 等 支 給 金 額

な し 円

円

円

円

円

円

(注 2)「役員の親族等」と|よ 役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係にある者をいいます (「特殊の関的

は (注 1)参照)。

3 給与を得た職員の総数及轍

集 計 期 間 H%年 4月 1日 ～ H31年 3月 28日

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

0人 0円



V

V

`書式第12号 (法第44条・51条・58条関係)

役員等に対する責産の譲渡等の状況等 第4表付表2(者房D

∝意¬D
・ r役員等に対する資産の腱漱等の状況等 (第 4表付表 2)」 !ム 法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提

出時には記載及び添付の必要はありません。

・ 配定の有効期間Dコ新の申睛に当たっては、法第 5彙第 1項に基づく書類|(役員報酬規程等提出書類Di=配載した事項につい

て、添付を省略することができます。

法人名 特定非営利活動法人 ラリグラス。ジャパン

1 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と

特殊の関係 ∞ にある者 (以下「役員等」という)又は役員等が支配する法人に対する資産の譲渡等 像鐘判

定基□圃及【」壁[場薗書望≧塁出旦」≧倉:LttE業生座E壁

`理

とEL奎工≧皇壺書≦2:涅世1⊆≧旦ま二EL`コ
=二

重』型ヨ1豊)について以下

の項目を記載してくださしヽ

OD「特殊の関係」とは次に掲げる関係をいいます。

① 婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事↑Fにある関係

② 使用人である関係及び使用人以外の者で当該役員等から受ける金銭その他の財産によつて生計を維持している関係

③ 上記Э�まらに掲げる関係にある者の配偶者及び三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている関係

(1)資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

取 引 先 の 氏 名 等
法 人 との

関   係
談 渡 資 産 の 内 容

譲  渡

年 月 日
譲 渡 価 格 そ の 他 の 取 引 条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

(2}資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

取 引 先 の 氏 名 等
法 人 との

関   係
貸 付 資 産 の 内 容

貸  付

年 月 日
対 価 の 額 そ の 他 の 取 引 条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円



第4表付表2(2欠ヨD

し

つ

支 出 金 額 寄 附 の 目 的 等支 出 先 の 名 称 等 所 等住 支 出 年 月 日

1,∞0,囲 円a171ν
"

活動支援、職深副1陳、
エンパワーメント

ホスピス運営214/∝/17 ⅨЮ,000円

2014/04/24 ml,まЮ円

〔Ю,αЮ円

"13/∝
/28

節13/09/04 1●,4∞ 円

駅Ю,0∞ 円節1710/30

デイケアセンターー運営

障碍者家庭支援

聯鵬鷺副1腑東

関0,∞0円η14/“/19

"171ν
19 1.∞0,000円

医療ケアセンター運営

人身売買被害者救出活

動

職業ヨ1鰊

社会復帰支援
"14/“

/14 1,∞0,24円

"14/∝
/05 IЮ,ⅨЮ円

前出と同じ
7m.000円m15/03/04

(3)役務の提供 (施設の利用等を含む。)

2 役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営に関する事項

骸 当する事項がある場合にその内容を具体的に記載してください。)

なし

3 支出した割附金

出した重田整≧)

日から の ア
」

取 引 先 の 氏 名 等
法 人 との

関   係
役務 の提供 の内容

役務の提

供年月日
対価の額 そ の 他 の 取 引 条 件 等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



m14/m/11 駁Ю,000円

m15/磁/10 ∞1,085円
前出と同じ

節14/“/11 1,∞0,000円

2015/00/“ 1,(ЮQ∝Ю円
前出と同じ

節15/“/∞ 700,000円

節15/“/18 &Ю,000円

m15/07/22 7〔Ю,000円

"16´

02/04 妻Ю,000円

前出と同じ

IЮ,αЮ円節15/04/∞

節15/“/18 ⅨЮ,000円

750,αЮ円a15/07/22

m16/∝/22 1,駅Ю,000円

1,χЮ,000円

前出と同じ

節16/03/28

m15/07ρ l 1,まЮ,m円
前出と同じ

216/02/04 1,∞0,m円

D16/07/12 740,αЮ円
前出と同じ

η17/∝/10 1∞,0∞ 円

m16/07/12 優Ю,∝Ю円
前出と同じ

2017/“ /06 1,∞0,囲 円

節16/07/12 1,《D,m円

1,■Ю,αЮ円
前出と同じ

η17/“/06

a17/07/2 1,αЮ,∝Ю円

優Ю,ⅨЮ円
前出と同じ

m18/“/14

m17/07/24 7m,0∞ 円

7",000円
前出と同じ

2018/03/14

1,IЮ,m円m17/07/24
前出と同じ

節13/∝/14 1,駅Ю,m円

円

旨

し

∝菫1中0
・ 「役員等に対する責産の臨渡簿の状況等 (第 4表付表2)」 !よ 法第5条第1項に基づく書類 (銀報酬規程等提出書驀Dの提出

時には記載及び添付の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつて:よ 法第5彙第1項に基づく書類 (役員報■規程等提出魯Dに田載した事項について、

添付を省略することができます。



V

V

書式第13号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 5表 )

G菫¬Q
・ 認定基準等チェック表第5表は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書欄Dの提出時に記載及び添付する必要が

あります。

・ 認定の有効期間のコ析の申翻こ当たつて!よ 添付
`滅

努■はありません。

法人名 特定非営利活動法人 ラリグラス・ジャパン
"湘

5 次に掲げる書類について回覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

レ

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の餞演等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事

項等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額政び使途並びにその予定日を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※目覧に関する細剛 (社内側D等がある場合には、そ(翻目1(a黙虜日D等を澤付してくださし、

同  意
/  ヽ

kす
るノ しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した書面

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事剛 書の写υ

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類|、 い に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引

・ 役員、社員、職員若しくl盲都付者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内¢璃脳友又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員(a記偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該温人に対する

割附金の額の事業年度中の合計額が加万円以上であるものに限る。)の氏名並dこその制附金の額及

…

月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の絡輌に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並酬こその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合 (その金額が2∞ 万円以下の場合に限る。)におけるその金額及び

もに逝ゴ立てメに′むσ)'3厠E日

① 助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

② 海外への送金測ま金銭の持出し(その金額が2∞ 万円以下のものを除く。)を行う場合には事前に又は災害に対

する援助等緊急を要する場舒こは事後に所轄庁に提出した書類の写し



書式第14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表 )

゛

V

法人名 特定非営利活動法人 ラリグラス・ジヤパン

認定基準等チェック表  (第 6表 )

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

G意¬0
・ 法第 5条第1項に基づく書類 (役員欄酬規程寄提出書類)の相出時に当たつては

…

エック表 (第 6表及び第81D

Iよ 記載する必要はありません。

・ 認定の有効期間のコ所の申請に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6豪及び第8表)の記載の必要はありません。また、法第

5条第1項に基づく書類 (役員輛酬規程等提出書類)に記載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書尋及び役員

名簿並びに定款専を同法第29条の規定により所轄庁に提出していること

チッ舛■

特定非岬 活動促進法第28条に規定する事業報告書等及び役員名簿並びに定款等の所轄庁への提出の有無

③ ⑥ ◎ ① ◎

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの

利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チック欄

レ

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する

事実の有無

③ ⑤ ◎ O ◎ 申請 時

有・□ 有 有 有 □ 有 □ 有・□

○ □定基準等チェック表 (第 7表):よ 法第55条第1項に基づく書類 (役員欄酬規程等提出書類)の提出時に記載及

び添付する必要があります。

8申 請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後 1年を超える期間が経過し

ていること

九ック欄

事業年度 月  日～ 月 日 設立年月日 平成  年 月 日

□



書式第 15号 (法第 44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

ψ

ヽノ

法人名 特定非営利活動法人 ラリグラス・ジヤパン 舞ック欄

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法人は

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は仮認定特定非営利活動法人が仮認定を取り消された場
合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前 1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該仮認定

特定非営利活動法人のその彙務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの
口 索悧馳Lの刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
い者

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 204条等 ロロ■1)

若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税着しくは地方税に関する法律に違反したことによ

り、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過tない者
二 塁力国の構成員等 ●鋼陣2)

2 認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過tない漱
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当腋滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (2
壺≧_』壺塁塁塾 L塵圏国塾2登整』囲置也2菫壼⊆蟹L壺圭L」圭、重堕塑目E』墜壼≧二」コ回宣目1とと』塵菌壁塵」二⊆と生上」堕型L三

1盟」菫当E道:出[囲L知」墜LI」ヨ匝型!」ヒ」E壺ILL菫」i盗量」」上」□腱処2L』[望饉」重題コ田リヨlヒ22日日[圭昼」とEE」と生」_=す )。

5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にあるま人

次のいずれ力ヽ こ該当する法人

イ 暴力団 は い

役員のうち、次のいずれ力ヽこ該当する者の有無

有

イ 認定特定非誉棚割蹴″υ離 を取り消された場合又は仮認定特定非瞥仙部嚇却υ掘 定を取

り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前 1年内に当該認定特定

非営

"1幡

動法人又は当該仮認定特定非営和括郵法人のその業務を行う理事であった者でその取消

しの日から5年を経過しない者の有無

有ロ 禁錮以上の刑に処せられへその執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から

5年を経過しない者の有無

有

特定非営利脂動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは

刑法第2∝ 条等若しくは暴::力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しく1測地方税に

関する法割こ違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受

けることがなくなった日から5年を経過しない者の有無

有 無暴力団の構成員等の有無

は い・認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

いいえはい（
０ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人

は い いいえ
4 国税又は地方税|の滞級 ゆ硼 行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人

瀞
議

墜 :こ」」!墾コ1国口出 !匹!口重lコ雪1■|●霞壺 :國」1饉i□iLl黎自由 :囲l餞壼

―α l)モ●池の■薔
"が

ある0合は そα個の弱碗 確り麟 口分14る

"詢
略 癖

`「

すること

4認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、

(注 2)役員報酬槻程等提出書には添付不要

国税に係る重加算税又は地方税lこ係る1重加算‐金を課された日から3年を経過しない法人

国 囲

■口1団圏

6

ロ 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 はい し

レ

f・ 無

ヽ
1

′
´′
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書式第 16号‐
(法第 44条 。51条・ 58条関係)

寄附金を充当する予定の事業内容等

∝重¬Q
理調附金σttL入及び支出に利用する銀行日座名」については、口座脅馴よ記入する必要はありません。

特定非営利活動法人 ラリグラス・ジヤパン法   人   名

寄附金充

当予定顔

受益対象者の範囲及び予定

人          数

実施予

定場所

従事者の

予定人数
実施予定年月具 体 的 な 事 業 内 容事  業  名

lm i万

円

マイテイ・ネパールに

保護されている女性

と子どもたち。

約aЮ 名

ネ パ

ール

10名

通年

ネパール ‖∞ マイテ

ィ・ネパール本部とホ

スピス及びサツチガ

ッタ施設の運営費支

援

212万
円

カトマンズのゴダワ

リ地区で生活してい

る障害者を対象とし

ている。

約 1∞ 名

ネ パ

ー Jレ

10名通年ネパール胸 Dい の

活動運営費の支援

5∞ 万

円

ムンバイ

インド等の売春宿か

ら救出されたレスキ

ューファンデーショ

ンに保護される女性

たち。

約 7∞ 名

イ ン

「

10名通年インド‖∞ レスキュ

ーフアンデーション

本部とホスピス施設

の運営費支援

海外支援事業

ネパールとイ

ンドで人身売

買・強制売春の

補嗜静嗜k,中害

を持つ子ども

たちを支援す

る

sffifolE 
^ar.rrHr-fltftt 

affiia$e

ゆうちょ銀行振替口座 0-
グラス・ジヤパン

九店

トクヒ)ラ リ
=菱東京 lFJ銀行 |

特定非営利活動法人

麻布支店

ラリグラス・ジヤバン


